













































（ 2 ）　NY 州法における動産モーゲージ（chattel mortgage）の歴史は、1787年法の
下、動産質権（pledge）との区別により、その法的構成が確認された Cortelyou v. 
Lansing, 2  Cai. Cas. 200 （1805）事件判決（Kent 裁判官の説示）に遡る。See, 
Garrard Glenn, The Chattel Mortgage as a Statutory Security, 25 VA. L. REV. 316, 
318─23 （1938）. 以降、数度の制定法の改正と判例法の変遷を経て、1963年に種々の
担保制度を包摂する UCC 第 9 編が採用されたことでその役割を終える。150年以上




第 9 編における浮動担保の史的考察（ 2 ）」早法79巻 3 号87頁以下（2004年）、森田
修『アメリカ倒産担保法』（商事法務・2005年）15頁以下、藤澤治奈「アメリカ動
産担保法の生成と展開（ 2 ）」法協125巻 2 号168頁以下など。もっとも、動産モー

















　動産モーゲージの対抗要件規範は、1950年代以降 UCC 第 9 編の起草、
導入が進められていく頃には、複数存在した UCC 第 9 編導入前（いわゆ
るプレ・コード期）の数種類の動産非占有型担保制度の 1 つという位置づ
けにとどまるようになっており、UCC 第 9 編の導入により同法に包摂さ
れ消滅することになる。また、プレ・コード期の担保法には、動産モーゲ
ージより UCC 第 9 編に近い規範を持つものがみられる。
　それにも拘わらず、本稿があえてこの古典的規範を検討しようとするの
は、動産モーゲージが、実務上の要請から多様な法技術的工夫がなされる
前の、米法の古典的原則論であるがゆえに、UCC 第 9 編によって塗り替
えられた規範の実体を知り、（主に1950年代から1970年代初頭にかけて行われ














（ 3 ）（d））。この規範は、UCC 第 9 編の起草過程においても、起草者であ










（ 3 ）　1 GRANT GILMORE, SECURITY INTERESTS IN PERSONAL PROPERTY, at 486 （1965）.



































（ 5 ）　Act for the prevention of frauds, ch 44, 1787 N.Y. Laws 438.
（ 6 ）　なお、NY 州法の判例の意見（opinion）（判決理由文に相当）が公刊されるよ
うになったのは、1801年（1794年以降の判例の公刊）のことである。See, George 
Lee Flint, Jr., Secured Transactions History： the Northern Struggle to Defeat the 
Judgment Lien in the Pre─chattel Mortgage Act Era, 20 NORTHERN ILL. UNIV. 
L.REV. 1, at 8 （2000）.
（ 7 ）　いわゆる詐欺防止法（Statute of Fraud）であるが、英国では別々の制定法と
して、踏襲されてきた 3 系統の制定法を 1 つの制定法に包摂した内容になってい
る。







る、各種の移転（feoffments, gifts, grants, alienations, conveyances）や、







（end, purpose and intent）で、害意（malice）、詐欺（fraud）意思、詐害密
約（covin）、詐欺通謀（collusion）、悪知恵（guile）をもって、考案され画
策されているものである。法の適正な過程や執行（the due course and 
execution of law and justice）を妨げる目的・意図のみならず、当事者間の




種の移転、あるいは、それら財産への用益権（any lease, common）や 果実






























（ 8 ）　文言の違いは、①立法権の所在が国王から NY 州の市民に変更されたことに
伴う修正、②（英和辞書に掲載されているレベルでは、意味に違いがなく、日本語
への訳出が困難な）字句訂正、③英国1520年法では、Ⅰ条とⅡ条に分けられていた
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限（limitation）を無効にするものではない。また、約因に基づき、誠実
















（1846年の NY 州憲法による改組前）の NY 州におけるコモンロー裁判所の








事案であるが、NY 州法の動産モーゲージの先例にあたる Barrow v. Paxton, 5  




❶ Sturtevant v. Ballard, 9 Johns 337 （1812）
　1810年 8 月 2 日、鍛冶屋である A（Holt）の判決債権者 B（Mecker）が、
強制執行令状（fieri facias）の付与を受けた。同年 8 月29日、A が売買証書
の作成により鍛冶道具（本件動産）を X に売却した。この売買証書には、





安官 Y に動産執行を申し立てた。Y は同日中に本件動産を差押えた。X が
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とになりうるだろう。そして、そのようなケースでは、詐欺は法による推論














る〕船舶積荷冒険貸借（bottomry）による担保目的（in the nature of a 
mortgage or security）の売買において、目的物を債務者に寄託し債権者の
利益のために交渉や売却を委託した取引（売買契約時にその旨の合意があ
り、売買証書に記載されていた）（Bucknal v. Robinson, Prec. In Cha. 285）
につき、B の判決債権者に対しても有効な売買であると認定された事案。②





者 A の破産においても承認した事案（In Cole v. Davies, 1  Ld. Raym. 724； 
Kidd v. Rawlinson, 2  Bos. & Pull 59）。③ペンシルバニア州において、競売
に付された動産の買受人が、元の債務者との友情から、目的物の引渡しを受




詐欺（in point of law）」ではなく、「取引が真にまた内部的に（intrinsically）
衡平で正直かどうかの、事実問題に関する」問いであると考えられてきたと
する。
















































❷ Hall v. Tuttle 事件判決（1832年）
　A がスループ型帆船の購入にあたり、X に約束手形の裏書を依頼し（そ
の際、口頭で、A の約束手形の支払いが済むまで X に所有権が帰属し、占
有は A に帰属する旨の合意があったようであるが、本件はこの所有権の効
19 世紀の米国ニューヨーク州法における非占有型動産モーゲージ権者と差押え債権者の競合に関する規範形成（青木）　　75
力を争うものではない。）、この裏書による保証を前提に、1824年 9 月 4 日に






　1826年 5 月19日、A に対する強制執行文の効力により（by virtue of an 
execution）、執行官 Y が代理人を介して本件帆船の占有を取得した。
　差押え後、X は、執行官代理人に対して、A が X に交付した1826年 6 月
3 日付の売買証書を提出した。執行官代理人は、この日付が、差押えの日付
に劣後することを述べて受領した。
　1826年 8 月10日、X は、税務署（custom house）で、船舶の所有者であ
る旨を誓約し、1826年 6 月 3 日付で A が X に交付した売買証書を提出した。
その後も、A は X に本件帆船の収益の支払いを続けており、また、約因に
あたる金銭の支払いを終えた時に本件帆船の所有権を取得する権利を維持し
ていた。
　1829年10月、X が、グリーン郡巡回裁判所に、執行官 Y に対する動産占
有回復訴訟を提起した。モーゲージ設定者の占有がある本件で、事実問題と








スである（a mixed one of law and fact）。裁判所は陪審に対して法を宣言
し、陪審は、裁判所の説示のもとに事実や意図を発見するのである。」
　そのうえで、本件の問を「売主ないしモーゲージ設定者による権原喪失後




















































































❸ Weller v. Wayland 事件判決（1819年）
　タバコ商人 A が、X による1500ドルの約束手形の裏書の担保として、そ
の履行の日に「別表に記載の、すべての物品、器具、商品、家財、家具を売
却する」旨の売買証書を交付した（1814年 2 月28日）。その時点で、X は A








審（Court of Common Plea of the county of Orange（Spencer 裁 判 官））










争物たるタバコについて、X は、Y の差押え前（ 2 月28日）に引渡しを受











❹ Divver & Gunton v. McLaughlin, 2  Wend. 596 （1829）
（13）
　1824年 8 月20日、食料品店経営者 A（Stephens）が、店舗用建物の賃貸
（13）　拙稿・前掲注（ 2 ）89頁以下でも言及した。
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料や商品のアルコール飲料の仕入代金債務を被担保債権として、X のため
に在庫商品の食材等（樽入りの燻製肉やバター）に動産モーゲージを設定し





























産に関する詐欺的譲渡およびその契約（Of Fraudulent Conveyances and 









権に関する国内の関係及びその他の事項」と題される同法第 2 部（Second 





産に関する詐欺的譲渡等に関する規定（Title Ⅱ, Of Fraudulent Conveyances 




（14）　3 ALBANY： PACKARD AND VAN BENTHUYSEN, REVISED STATUTES OF THE STATE 
OF NEW─YORK： PASSED DURING THE YEARS ONE THOUSAND EIGHT HUNDRED AND 
TWENTY─SEVEN, AND ONE THOUSAND EIGHT HUNDRED AND TWENTY─EIGHT： TO 
WHICH ARE ADDED, CERTAIN FORMER ACTS WHICH HAVE NOT BEEN REVISED, 136 
（1829）.
（15）　Act for Revising and Publishing the Laws of This State, ch. 324, 1825 N.Y. 
Laws 446.
（16）　Act concerning the Revised Statutes passed, at the present Meeting of the 
Legislature, ch. 9, 1827 N.Y. Laws 11.











Ch.7─Tit. Ⅲ─§1 （以下1829年法§Ⅲ─1 と呼ぶ）
　土地、物品ないし債権、それらから発生する賃料ないし収益における、
財 産 権 な い し 権 利、 及 び、 あ ら ゆ る 移 転（conveyance） な い し 譲 渡
（assignment）、及び、土地、物品ないし債権、それらの賃料ないし収益上
の物的負担で、書面による場合とそうでない場合を問わず、債権者らない













（17）　See, Butler v. Van Wyck, 1  Hill 438, 442 （1841）.
（18）　これ以外に、「譲渡等を行った人の使用（use）のために信託（trust）される、
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Ch.7─Tit. Ⅱ─§5 （以下1829年法§Ⅱ─ 5 と呼ぶ）　売主によってなされた、




しを伴い（accompanied by an immediate delivery）、現実の継続的な占有
の変更（an actual and continued change of possession）がない限り、売主
な い し 譲 渡 人 の 債 権 者 ら、 あ る い は、 誠 実 な 後 発 買 主（subsequent 












　さらに、以上の規定に関して、同法 CHAPV Ⅱの Title Ⅲ（General 
Provisions）には、詐欺の認定について、事実問題か法律問題かという論
物品、動産、ないし債権についての、あらゆる贈与捺印証書、すべての権限移転、




でないことは、1787年法の下での議論で確立されていた。See, GRIFFIN, supra note 
36, at 118.
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点について、事実問題である旨を規定する。
Ch.7─Tit. Ⅲ─§4 （以下1829年法§Ⅲ─ 4 と呼ぶ）　詐欺の意思（fraudulent 
intent）の問題は、本章（Chapter）所定の各規程のもとで生じるすべての












問題」説（→Ⅱ． 3 ．（ 2 ））が否定されたことを示唆する。
❺ Gardner v. Adams, 12 Wend. 297 （1834）
　1830年 3 月20日に、タンス（bureau）にモーゲージが設定された後、設
定者が占有を留めていた。被担保債権の弁済期到来前、同年 7 月に設定者の
一般債権者 Y が本件タンスを差押え、公売の結果、Y が買い受けた。1831年
3 月に、モーゲージ権者（厳密には特定承継人）X が、動産侵害訴訟を提起




























❻ Doane v. Eddy, 16 Wend. 523 （1837）
　1832年 8 月 8 日に X のために設定されたモーゲージの目的物（雌馬その
他の動産）につき、一般債権者 Y（1833年 1 月 8 日に債権発生）が、同年 7
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月にモーゲージにつき悪意で差押えをしその後目的部を売却した。X が Y
に対し動産侵害訴訟（trover）を提起した。第 1 審（Washington circuit な
お、担当裁判官は、本件が判示された時には Supreme Court of Judicature
の裁判官に任じられていた Cowen 裁判官であった。）は、X の証言（X は、

































により、詐欺の推定的証拠（presumptive evidence of fraud）となる（ 2  






































❼ Smith v. Acker （1840）
　1837年 3 月26日に、印刷業者 A が、X のために印刷用機械等を目的物と
する動産モーゲージを設定していた。このモーゲージ証書は設定の 2 日後に




るとの主張を展開し、第 1 審および第 2 審がこれを認めた。その際、詐欺の
意図は法律問題であるとして、陪審にその旨の判断を支持していなかった。
この点を衝いて、NY 州破棄院裁判所（Court for the Correction of Errors of 
New York）に上訴されたのが本件である。首席裁判官（Chancellor）は原
（19）　See e.g., Look v. Comstock 15 Wend. 244 （1836）； Randall v. Cook, 17 Wend. 
53 （1837）.
（20）　1846年に廃止され、現在に続くニューヨーク州の最上級審である最高上訴裁判











　Kent 首席裁判官がその著書（2 Kent’s Com. 529）で、1829年法第 3 節第


















　1829年法§Ⅱ─ 5 及び同§Ⅲ─ 4 を引き、その解釈について次のように説示
する。「私見では、制定法の文面から、次のことが明白である。立法目的は、
誠実に行われ詐欺の意図を伴わない場合には、適法と判断されるべき取引に











　なお、この事件のあとに出た Butler v. Van Wyck 事件判決（1841年）
（21）







　転機となったのは、NY 州の裁判所体系の変更後（1846年 NY 州憲法の
改正による）、最上級審として組成された Court of Appeal で判示された、
1851年の次掲判例❽である。1850年〜1851年に、同裁判所の首席裁判官
（Chief Judge）を務めていたのは、1829年法の施行後最初期から、Supreme 
Court of Judicature の裁判官として法律問題説を展開してきた Bronson
首席裁判官であった。
（21）　1 Hill 438 （1841）.
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❽ Griswold v. Sheldon, 4  N.Y. 581 （1851）
（22）





い。）同年 7 月 7 日に商品の卸売主にあたる取引債権者 Y1 が判決を得て強制
執行を申し立てシェリフ Y2 が差押えの後売却した。X が Y1 および Y2 に
対する動産侵害訴訟を提起。原審が X を勝訴させ、Y らが上訴した。
【Bronson 首席裁判官の意見】
　まず、本件の詐欺性について、次のように整理する。「当事者は、債権者
















（22）　債権譲渡について同様の法理を採用する Benedict v. Ratner 事件判決の沿革に
あたる判例であり、わが国にも先行研究がある。森田・前掲注（ 2 ）22頁、角・前
掲注（ 1 ）88頁。
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に、陪審の審理を経ずに裁判官が法律問題として判断することはできないの
かという問題について、英国の判例、及び、かつて（Smith v. Acker 事件判
決前）の NY 州法における判例では、法律問題としての処理が認められて
いたことを挙げる。そして、「我々は、破棄院裁判所〔出典を引用していな
























（23）　See, e.g., Edgell v. Hart, 9 N.Y. 213（1853）, Potts v. Hart, 1 N.E. 605（N.Y. 


























（24）　Look v. Comstock, 15 Wend. 244 （1836）（Bronson 裁判官が法律問題として詐
欺による無効を認定）； Doane v. Eddy, 16 Wend. 523 （1837）.
（25）　Laws of the State of New York, Passed at the Fifty─Sixth Session of the 
Legislature, at 401 （1833）； COUNSELLOR AT LAW, LAWS OF THE STATE OF NEW YORK, 
OF A GENERAL NATURE； PASSED, FROM 1828, TO 1841, INCLUSIVE, at 426 （1841）.
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されている。 6 か条からなる。
　注意すべきは、この法案が、1829年法である詐欺防止法の改正草案であ
ることである。制定後の Revised Statute の体系上は、動産に関する詐欺
的譲渡等に関する規定（Title Ⅱ, Of Fraudulent Conveyances and Contracts, 





















　しかし、実際には、上記のように1829年法§Ⅱ─ 5 は、1897年法の Revised 
Statutes の廃止までそのまま残されており、さらに、その後の制定法でも





（27）　See, LEONARD A. JONES, LAW OF MORTGAGES ON THE PERSONAL PROPERTY, at 
286 （4th ed. 1894）.
（28）　2 GLENN, supra note 26, at § 499； 1 GILMORE, supra note 3, at； Robert H. 





































（32）　登記費用は 6 セントであり、登記簿の閲覧も 6 セント、謄本を請求できるが
その場合は実費が必要とされていた（§ 6）。






















であるのかが問われ（→Ⅳ．3 ．（ 3 ）（d））、また、②登記に問題がない場合
でも登記以外の要素によって詐欺的設定であると判断される可能性があっ






























（33）　Hicks v. Williams, 17 Barb. 523 （1854）





❾ Wood v. Lowry 事件判決（1837年）








が Y1・2 に対して、動産占有回復訴訟を提起した。第 1 審では正式事実審
が開かれ、陪審が X の誠実性を否定し、X 敗訴。X が再審理を求めたのが
本件である。
　判旨（Bronson 裁判官の意見）は、次のように説示し、再審理の請求を






自身の所有物として扱っていた。ゆえに、X が、A の債権者らや A からの
買主に対するものとして、いかなる法的請求権も有していなかった。かよう
状況のもとでは、いかなるモーゲージ証書も売買証書も、有効性を認められ






















































































性が主な争点）, Swift v. Hart, 12 Barb. 530 （1850）, Farmer’s Loan & Trust Co. v. 
Hendrickson, 25 Barb. 484 （1857）,（詐欺の主張がないことを確認し、悪意判決債
権者を保護している。）, Mandeville v. Avery （1891）, 124 N. Y. 376, 26 N. E. 951,
（登記による場合との同質性が指摘されている。）


















































  Farmer’s Loan & Trust Co. v. Hendrickson, 25 Barb. 484 （1857）：未登記
担保劣後
　鉄道会社 A（Flushing Rail Road Company）が、X（Farmer’s Loan ＆ 
Trust Co.）から融資を不動産と共に各種の車両を目的物とするモーゲージ
を設定し（1853年 9 月 1 日および翌年11月 1 日）、適時に登記をしたが、そ
の登記は、不動産モーゲージの登記を管轄する郡書記官事務所（County 
Clerk‘s office）でなされたのみで、動産モーゲージの登記を管轄するタウン
（35）　See, Hicks v. Williams, 17 Barb. 523； Keller v. Paine, 107 N.Y. 83； Hathaway 
v. Howell, 54 N.Y. 97.
（36）　S e e , AU S T I N B . GR I F F I N & AR T H U R F . CU R T I S , TH E LA W O F CH A T T E L 
MORTGAGES AND CONDITIONAL SALES, ADAPTED TO NEW YORK STATE, 68 （1918）.
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20日、A が債務不履行に陥った。一般債権者らが同日に 1 件の判決を申し
立て即日判決を得、 3 月13日に 5 件の判決を申し立て同18日に判決を得てい








































A が B 社に船舶を売却。売買代金計 3 万ドルを、船舶上のモーゲージで付保
された 3 本の約束手形（note）で受け取るが、 3 本目のモーゲージ付手形が
未払いである。このモーゲージは、当初適正に登記され、1853年10月25日に
再登記されているが、その後の更新等はない（以下、モーゲージ①と呼ぶ）。
②1854年 2 月25日、B 社から本権に関する船舶所有権と債務を承継していた
C（B 社の 3 人の経営者の 1 人）が本件船舶にモーゲージを設定し Y2 から
1200ドルの融資を受けた。モーゲージが登記されたのは、1854年 7 月12日の
ことであり、その後更新等はなされていない（以下、モーゲージ②と呼ぶ）。
　その後、次のような執行手続の交錯が生じている。③1854年 5 月 4 日、C
の複数の債権者からの判決執行令状の申立てを受けて、執行官 D が本件船
舶を差押え、7 月17日に売却する旨の広告（advertisement）をした。④ 7 月
（37）　See, DIX W. SMITH & PATRICK CARROLL DUGAN, A TREATISE UPON THE LAW OF 
CHATTEL MORTGAGES AND CONDITIONAL SALES IN THE STATE OF NEW YORK, 21 
（1895）. 
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上旬、上記①のモーゲージ付債権が E（Dunlop）に譲渡され、E が執行官
F に対してモーゲージの実行を申し立て、同じく 7 月17日に売却をする旨の






　⑥1855年 3 月16日とその翌日、1854年 6 月10日付の C に対する 2 本の債権
（各5,195.20ドル）について、判決を得ていた債権者 G（銀行）が、執行官
H に執行手続を申し立て、差押えがなされたが、この手続が進行しないま
まであった。⑦1855年 3 月21日、Y1 が X のためにモーゲージを設定した
（以下、モーゲージ⑦と呼ぶ）。⑧1855年 9 月15日に、海事裁判所管轄の手続
により連邦執行官（United States Marshal）による本件船舶の差押えがな






訴訟までの間に、C と共に B 社の役員であった Y 4 がこれを承継している）
の競合に関して、次のように説示する。（H に譲渡されている）G の債権
が、1854年 6 月10日の契約によるものであることを認定し、「契約時、モー
ゲージ②は既にその前の 2 月から存在していたが、契約後 1 か月以上経過す




































（38）　See e.g., Stephens v. Perrine, 98 Sickels 476 （1894）（動産モーゲージ権者が約
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ゲージ権者が実行に着手し目的物の現実の占有を取得する場合に、現実の














 Karst v. Gane, 32 N.E. 1073 （N.Y. 1893）
　1889年 9 月25日、法律事務所である債務者 A が、2500ドルの一覧払債務
の債権者 Y に対し、本件機械を目的物とする動産モーゲージを設定した。
その後も A が本件機械の占有を留めていた。このモーゲージは1889年11月
7 日まで登記されなかった。1890年 1 月、X が、1889年 1 月から 9 月25日以
前に取得し同年10月から12月にかけて弁済期の到来していた無担保債権につ
き判決を得て、その執行として本件機械が差押えられた。X が Y の優先を





（39）　See e.g., Parshall v. Eggert （1868）（飼 料 上 の 動 産 モ ー ゲ ー ジ）；Campbell 









正制定法136頁所収第 5 条（Rev. St. p.136 §5 ）」に再編されていた規定詐害
的譲渡の規定（→前掲1829年法 5 条と同一内容である）について、同 6 条が
「動産の占有が（詐害的）売主ないし譲渡人に留められている限り、あらゆ
る時点における譲渡人らの債権者（the vendor or assignor at any time）た
る者を含むと解されなければならない」と規定しているところ、「1833年法



















































































かったことに対するペナルティという考え方があるのだとする。See also, JONES, 
supra note 27, at 288（NY 州法をとりあげ、モーゲージの目的物でないと信じて設















　制定法の次の転機は、1897年の Revised Statute の廃止と General Laws
への再編であった。それまで、1829年法の下で一体であった、詐欺的譲渡
法は人的財産法に、動産モーゲージ登記法はリーエン法に包摂され、別の










ようなルールを制定法で規定していたとされる。GILMORE, Id. 485. See, Glenn, 














年法§Ⅱ─ 5 、§Ⅲ─ 1 、Ⅲ─ 4 の規定もここに包摂されるが、一部に修正が
見られる。
　まず、詐欺的譲渡の原則（1829年法§Ⅲ─ 1 ）については、1897年法§ 24
に規定され、ほぼ変更がない。
§ 24 詐欺的意図を伴う移転（Transfers）および設定（Charges）









（42）　Act in Relation to Personal Property, Constituting Chapter Fourty─Seven of 
the General Laws, ch. 417, 1897 N.Y. Laws 507, at 511─12.






















の10編からなる。第 1 編メカニクスリーエン（§§1 ─22）、第 2 編船舶リー
エン（§§ 30─35）、第 3 編葬式、墓石、墓地構造物上のリーエン（§§ 40─
44）、第 4 編石材上の労働者のリーエン、第 5 編駅の役務のリーエン（§§ 
（43）　Act to Amend the Personal Property Law, in Relation to Sales of Goods, ch. 
571, 1911 N.Y. Laws 1298.
（44）　General Laws への再編の際に成立した条文である。Act in Relation to Liens, 
Constituting Chapter Forty─Nine of the General Laws, ch. 418, 1897 N.Y. Laws 
514, at 536─39. その後、条文内容を変更することなく、1909年に Consolidated Laws
に再編されている。Act in Relation to Liens, Constituting Chapter Thirty─Three 
of the Consolidated Laws, ch. 38, 1909 N.Y. Laws 17； 3 FEDERICK E. WADHAMS ED, 
CONSOLIDATED LAWS OF THE STATE OF NEW YORK, 1909, at 2253.
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60─63）、第 6 編人的財産上の他のリーエン（§§ 70─74）、第 7 編売買による
人的財産上のリーエンの強行（§§ 80─85）、第 8 編動産モーゲージ（§§ 90─






















　1960年法§7 は、Lien Law § 230の、1897年法§ 90に由来する上記文言
に接続させて、次の文言を加えることを主眼とした改正である。
（45）　Act to Amend the Personal Property Law and the Lien Law, in Relation to 
Liens upon Merchandise and the Proceeds Thereof Created by　Agreement for 
the Purpose of Securing the Repayment of Loans or Advances upon the Security 
of Said Merchandise, ch. 326, 1911 N.Y. Laws 762.
（46）　Act to Amend the Personal Property Law and the Lien Law, in Relation to the 
Filing and Refiling of Conditional Sale Contracts and Chattel Mortgages, ch. 1004, 
1960 N.Y. Laws 2461, at 2465.



























UCC 第 9 編によって一掃されるまで残存していた
（49）
。
（47）　See, Russel v. St. Mart, 18 Bedell 355 （1905）.
（48）　In re League Bookbinding Co., 226 F.Supp. 775 （S.D.N.Y. 1964）； In re 




















































　しかし、以上の経緯から、UCC 第 9 編に移行しても、①担保権者の登
（50）　もっとも、UCC 第 9 編による担保権と差押え債権者の競合も、担保権の重複















　もっともこの点については、UCC 第 9 編の起草過程とその後の改正過
程の検討を経たうえで、詳細に分析をする必要がある。この点については
別稿を予定し、本稿は、そのいわば源流の実体の解明を試みたにとどまる
ものである。
（付記）本稿は JSPS 科研費（JP20K01376）の助成を受けた研究成果の一部
である。
